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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品を火炎から保護するための耐摩耗性不織布帛であって、
　スパンボンド熱可塑性不織シート上に圧縮された捲縮耐熱性有機繊維と熱可塑性バイン
ダー繊維との混合物を含む繊維の層を含み、
　前記繊維の層は、圧縮された状態で、前記熱可塑性バインダー繊維の前記耐熱性有機繊
維および前記シートへの接着力によってのみ、前記シートに対して保持されており、
　前記布帛が熱または火炎に暴露されると、前記布帛の厚さが少なくとも１．５倍増大す
る、耐摩耗性不織布帛。
【請求項２】
　物品を火炎から保護するために熱または火炎中で膨化する耐摩耗性不織布帛を製造する
方法であって、
　ａ）捲縮耐熱性有機繊維とバインダー繊維とを含むマットを形成する工程と、
　ｂ）前記マットを、スパンボンドされたシートの側と接触させて、布帛組立体を形成す
る工程と、
　ｃ）前記布帛組立体を加熱して、前記バインダー繊維を活性化する工程と、
　ｆ）前記布帛組立体を圧縮状態まで圧縮する工程と、
　ｇ）圧縮状態にある前記布帛組立体を冷却して、耐摩耗性不織布帛を形成する工程と
を含む方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱または火炎に暴露すると膨化し、耐火性マットレス、室内装飾品等の構成
材として有用な捲縮繊維と耐摩耗性基材の圧縮ウェブからできた耐摩耗性不織布帛に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　ＢａｓｃｏｍおよびＫｎｏｆｆによる米国特許出願公開第２００５／０２１５１４２号
明細書には、捲縮耐熱性有機繊維が圧縮されたオープンメッシュスクリムを含み、繊維が
熱可塑性バインダーにより圧縮状態に保持されている耐火に用いる薄い強化不織布帛であ
って、布帛が熱または火炎に暴露されると、布帛は少なくとも３倍まで厚さを増大するこ
とのできる布帛が開示されている。オープンメッシュスクリムの開いた性質のために、圧
縮繊維は、スクリムと実質的に意図的には交絡されない。かかる不織布帛には耐摩耗性が
ほとんどない。
【０００３】
　必要とされているのは、熱または火炎への暴露の際に厚さを増大させる布帛の能力ある
いは不織布帛のテキスタイルの性質に悪影響を及ぼすことなく、耐摩耗性を付与する方法
である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は、物品を火炎から保護するための耐摩耗性不織布帛であって、スパンボンド熱
可塑性不織シート上に圧縮された捲縮耐熱性有機繊維と熱可塑性バインダー繊維との混合
物を含む繊維の層を含み、繊維の層は、圧縮された状態で、熱可塑性バインダー繊維の耐
熱性有機繊維およびシートへの接着力によってのみ、シートに対して保持されており、布
帛が熱または火炎に暴露されると、布帛の厚さが少なくとも１倍および１．５倍増大する
、耐摩耗性不織布帛に関する。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　本発明は、熱または火炎に暴露されると、その厚さが少なくとも１倍および１．５倍（
少なくとも１．５×）増大する、物品を火炎から保護するための耐摩耗性不織布帛に関す
る。この布帛は、スパンボンド熱可塑性不織シートを含み、その上に圧縮され、熱可塑性
バインダー繊維によってのみ圧縮状態に保持された捲縮耐熱性有機繊維を有している。高
熱または火炎に晒されると、構造中のバインダー繊維が軟化して、拘束された捲縮繊維が
開放されて、布帛の厚さが大幅に増大する。この増大によって、布帛中に空気のポケット
が形成され、布帛の熱性能が上がると考えられる。
【０００６】
　布帛は、高熱または火炎に応答してその厚さを増大することができる。これは、捲縮耐
熱性有機繊維は圧縮されるが、布帛中であまり交絡しないからである。ところが、以前開
発された不織布帛は、繊維を、基材および／または不織布帛中の他の繊維と確実に良好に
交絡させることに集中されていた。典型的に、良好な交絡は、不織布を形成して、繊維を
交絡し、布帛の密度を上げる繊維および／または基材のロフティなウェブに、エネルギー
を付与することによりなされる。これを行うと、不織布の繊維は、熱および火炎が加わっ
たときに自由に動かないよう交絡する。
【０００７】
　本発明の不織布には、布帛を製造するのに十分なだけの繊維の交絡がある。すなわち、
繊維は、スパンボンドシートに重ねる、または結合できる軽量なウェブを形成するのに必
要な範囲まで互いに交絡されているだけである。繊維を互いに交絡したり、スパンボンド
シートと交絡したりするのに不織布帛にさらにエネルギーを付与しない。捲縮繊維を圧縮
および拘束しながら、結合体を加熱および圧縮してから、結合体を冷却して構造を硬化す



(3) JP 5528117 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

ることにより、軽量ウェブをスパンボンドシートにラミネートする。ロフティなシートを
このようにして圧縮することにより、不織布帛を高熱に暴露すると、バインダー繊維が軟
化し、不織布帛中の捲縮耐熱性繊維は、圧縮前と同様の元のロフティな状態まで自由に戻
る。
【０００８】
　耐摩耗性不織布帛の厚さは、高熱または火炎に暴露されると、少なくとも１倍および１
．５倍（少なくとも１．５×）厚さが増大する。通常、温度が上がるにつれ、膨化速度が
増大し、膨化の量も増大し、圧縮厚さの５倍を超える厚さの増大が観察される。膨化効果
を開始させるには、１１０℃と低い温度が必要と考えられ、約２２５℃の温度で始めると
、膨化動作が即時に進むと考えられる。布帛が膨化し始める有効温度、または膨化開始温
度は、バインダー繊維の融点次第であり、多くの実施形態において、バインダー繊維の融
点は、約１１０℃～約２００℃までである。布帛膨化の最大量は、布帛が直接火炎に晒さ
れると達成され、ある実施形態においては、布帛の厚さは、元の厚さより少なくとも３倍
増大するのが好ましい。
【０００９】
　本発明の圧縮耐摩耗性不織布帛の全体の厚さは、０．０２５～０．１２センチメートル
（０．０１０～０．０５０インチ）である。かかる布帛の坪量はまた、２０～１７０ｇ／
ｍ2（０．６～５．０ｏｚ／ｙｄ2）の範囲であり、スパンボンドシート成分は、好ましく
は５０～８５ｇ／ｍ2（１．５～２．５ｏｚ／ｙｄ2）、繊維状ウェブ成分は、好ましくは
１．７～１０２ｇ／ｍ2（０．５～３．０ｏｚ／ｙｄ2）である。
【００１０】
　本発明の耐摩耗性不織布帛は、捲縮耐熱性有機繊維を含む。かかる捲縮繊維は、０．４
～２．５インチ（１～６．３ｃｍ）、好ましくは０．７５～２インチ（１．９～５．１ｃ
ｍ）、好ましくは１センチメートル当たり２～５捲縮（１インチ当たり５～１２捲縮）の
範囲の切断長さを有する短繊維であるのが好ましい。「耐熱性繊維」とは、１分当たり２
０℃の速度で５００℃まで空気中で加熱したとき、繊維が、好ましくは、その繊維重量の
９０パーセントを保持することを意味する。かかる繊維は、通常、耐炎性であり、すなわ
ち、その繊維およびその繊維でできた布帛の限界酸素指数（ＬＯＩ）が、繊維または布帛
が空気中で火炎を支持しないようなものであり、好ましいＬＯＩ範囲は、約２６以上であ
る。好ましい繊維は、火炎に暴露されたとき、過剰に収縮しない、すなわち、火炎に暴露
されたとき、繊維の長さが、大幅に短くならない。空気中で５００℃まで、１分当たり２
０℃の速度で加熱されたとき、繊維重量の９０パーセントを保持する有機繊維を含有する
布帛は、衝突する火炎により燃えたとき、限られた量のクラックおよび開口部を有する傾
向があり、このことは、耐火ブロッカーとしての布帛の性能にとって重要である。
【００１１】
　本発明の耐摩耗性不織耐火性布帛に有用な耐熱性短繊維としては、パラ－アラミド、ポ
リオキサジアゾール、ポリベンズアゾール、ポリベンズイミダゾールおよびポリイミドポ
リマーが挙げられる。好ましい耐熱性繊維は、アラミドポリマー、特に、パラ－アラミド
ポリマーからできている。
【００１２】
　本明細書で用いる「アラミド」は、アミド（－ＣＯＮＨ－）結合の少なくとも８５％が
、２つの芳香族環に直接付加したポリアミドを意味する。「パラ－アラミド」とは、２つ
の環またはラジカルが、分子鎖に沿って互いにパラ配位されていることを意味する。添加
剤をアラミドと共に用いることができる。実際、１０重量パーセントまでの他のポリマー
材料をアラミドとブレンドすることができる、あるいはアラミドのジアミンに代えて１０
パーセントの他のジアミンまたはアラミドの二塩基酸に代えて１０パーセントの他の二塩
基酸を有するコポリマーを用いることができることが分かっている。本発明の実施におい
て、好ましいパラ－アラミドは、ポリ（パラフェニレンテレフタルアミド）である。本発
明に有用なパラ－アラミド繊維を製造する方法は、概して、例えば、米国特許第３，８６
９，４３０号明細書、米国特許第３，８６９，４２９号明細書および米国特許第３，７６
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７，７５６号明細書に開示されている。かかる芳香族ポリアミド有機繊維およびこれらの
繊維の様々な形態は、ＤｕＰｏｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌａ
ｗａｒｅよりＫｅｖｌａｒ（登録商標）繊維という商品名で入手可能である。
【００１３】
　本発明に有用な商業的に入手可能なポリベンズアゾール繊維としては、日本、東洋紡績
株式会社より入手可能なＺｙｌｏｎ（登録商標）ＰＢＯ－ＡＳ（ポリ（ｐ－フェニレン－
２，６－ベンゾビスオキサゾール）繊維、Ｚｙｌｏｎ（登録商標）ＰＢＯ－ＨＭ（ポリ（
ｐ－フェニレン－２，６－ベンゾビスオキサゾール））繊維が挙げられる。本発明に有用
な商業的に入手可能なポリベンズイミダゾール繊維としては、Ｃｅｌａｎｅｓｅ　Ａｃｅ
ｔａｔｅ　ＬＬＣより入手可能なＰＢＩ（登録商標）が挙げられる。本発明に有用な商業
的に入手可能なポリイミド繊維としては、ＬａＰｌａｃｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌより入手可
能なＰ－８４（登録商標）繊維が挙げられる。
【００１４】
　耐熱性繊維は、他の繊維とブレンドすることができるが、他の繊維が、火炎ブロッカー
として機能する布帛の能力を損なわないのが好ましい。ある好ましい実施形態において、
耐熱性繊維は、空気中で７００℃まで、１分当たり２０℃の速度で加熱したとき、繊維重
量の少なくとも１０パーセントを保持するセルロース繊維とブレンドすることができる。
これらの繊維は、炭化物形成と言われている。ある実施形態において、再生セルロース繊
維は、繊維に組み込まれた１０パーセント以上の無機化合物を有する。かかる繊維および
かかる繊維の製造方法は、概して、米国特許第３，５６５，７４９号明細書および英国特
許第１，０６４，２７１号明細書に開示されている。本発明にとって好ましい炭化物形成
再生セルロース繊維は、ケイ酸アルミニウム部位を備えたポリケイ酸の形態で水和した二
酸化ケイ素を含有するビスコース繊維である。かかる繊維およびかかる繊維を製造する方
法は、概して、米国特許第５，４１７，７５２号明細書および国際公開第９２１７６２９
号パンフレットに開示されている。ケイ酸を含有し、約３１（＋／－３）パーセントの無
機材料を有するビスコース繊維は、ＦｉｎｌａｎｄのＳａｔｅｒｉ　Ｏｙ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙよりＶｉｓｉｌ（登録商標）という商品名で販売されている。かかる繊維は、耐熱性繊
維およびブレンド繊維の量に基づいて、約７５重量パーセントまでの量で捲縮耐熱性繊維
とブレンドすることができ、布帛は、高熱および／または火炎に暴露されても尚膨化する
。
【００１５】
　他のある実施形態において、５０パーセントまでのモダクリル繊維を、耐熱性繊維とブ
レンドすることができる。モダクリル繊維が有用である。この繊維は燃えると、火炎抑制
ハロゲン含有ガスを放出するからである。モダクリル系繊維とは、アクリロニトリルを含
んでなるポリマーから作製されたアクリル合成繊維のことを意味する。ポリマーは、３０
～７０重量パーセントのアクリロニトリルと７０～３０重量パーセントのハロゲン含有ビ
ニルモノマーとを含んでなるコポリマーであるのが好ましい。ハロゲン含有ビニルモノマ
ーは、例えば、塩化ビニル、塩化ビニリデン、臭化ビニル、臭化ビニリデン等から選択さ
れる少なくとも１種類のモノマーである。共重合可能なビニルモノマーとしては、アクリ
ル酸、メタクリル酸、かかる酸の塩またはエステル、アクリルアミド、メタクリルアミド
、酢酸ビニル等が例示される。
【００１６】
　本発明で使用される好ましいモダクリル繊維は、塩化ビニリデンと組み合わせたアクリ
ロニトリルのコポリマーであり、コポリマーは、難燃性を改善するために、更に１つの酸
化アンチモンまたは複数の酸化アンチモンを有している。かかる有用なモダクリル繊維と
しては、２重量パーセントの三酸化アンチモンを有する米国特許第３，１９３，６０２号
明細書に開示された繊維、少なくとも２重量パーセント、好ましくは８重量パーセント以
下の量で存在する様々な酸化アンチモンで作製した米国特許第３，７４８，３０２号明細
書に開示された繊維、および８～４０重量パーセントのアンチモン化合物を有する米国特
許第５，２０８，１０５号明細書および同第５，５０６，０４２号明細書に開示された繊
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維が挙げられるがこれらに限られるものではない。好ましいモダクリル繊維は、日本の株
式会社カネカよりプロテックスＣとして市販されており、これは、１０～１５重量％の酸
化アンチモンを含有しているとされている。ただし、６重量パーセント以下の範囲の酸化
アンチモンの少ない繊維も用いることができる。
【００１７】
　捲縮耐熱性有機繊維は、熱の印加により活性化される３０重量部までのバインダー繊維
により、適所に保持される。バインダー繊維は、耐摩耗性不織布帛の総重量の２０パーセ
ントまでの量で存在しているのが好ましい。バインダー繊維は、典型的に、繊維ブレンド
において、他の短繊維の軟化点よりも低い温度で流れる（すなわち、低めの軟化点を有す
る）熱可塑性材料から作製される。ある実施形態において、シース／コア複合繊維、特に
、ポリエステルホモポリマーのコアとバインダー材料であるコポリエステルのシースを有
する複合バインダー繊維が、バインダー繊維として好ましく、例えば、日本のユニチカ株
式会社（例えば、メルティ（登録商標）という商品名で販売）より一般的に入手可能であ
る。有用な種類のバインダー繊維としては、ポリプロピレン、ポリエチレンまたはポリエ
ステルポリマーまたはコポリマー、そのポリマーまたはコポリマーのみを含有する繊維、
あるいは並列またはシース／コア構成の複合繊維としてできたものが挙げられる。特に有
用なのは、スパンボンドシート中の繊維の融点より低い融点を有するポリマーからのバイ
ンダー繊維である。同様に、シース／コアバインダー繊維を用いる場合には、スパンボン
ドシート中の繊維の融点より低い融点を有するシースポリマーを有している。
【００１８】
　ある実施形態において、繊維の層は、繊維の層の総重量に基づいて、約２０～５０重量
パーセントの量で存在する捲縮耐熱性有機繊維と、約１０～３０重量パーセントの量で存
在する熱可塑性バインダー繊維との混合物を含む。ある実施形態において、繊維の層の総
重量に基づいて、３０～６０重量パーセントの量で、繊維の層に他の繊維が存在し得る。
好ましい一実施形態において、繊維の層は、約２０～４０重量パーセントの量の捲縮耐熱
性有機繊維と、約２０～３０重量パーセントの量の熱可塑性バインダー繊維とを含み、残
りの繊維は、炭化物形成繊維である。ある特に好ましい実施形態において、炭化物形成繊
維は、約４５～５５重量パーセントの量で繊維の層に存在する。
【００１９】
　本発明の耐摩耗性不織布帛はまた、スパンボンド熱可塑性不織シートも含む。ある実施
形態において、シートの坪量は、好ましくは、３．４～１０２ｇ／ｍ2（０．１～３ｏｚ
／ｙｄ2）である。最も好ましいスパンボンド熱可塑性シートの坪量は、５０～８５ｇ／
ｍ2（１．５～２．５ｏｚ／ｙｄ2）である。
【００２０】
　本明細書で用いる「不織布帛」、「不織シート」、「不織層」および「不織ウェブ」と
いう用語は、編または織布帛に対し、不規則に配置されて、識別できるパターンが概して
ない平面材料を形成する別個のストランド（例えば、繊維、フィラメントまたはスレッド
）の構造のことを指す。「不織布帛」という用語にはまた、２つ以上の不織ウェブを含む
複合体シートも含めることができる。本明細書で用いる「スパンボンドシート」または「
スパンボンド熱可塑性シート」とは、複数の微細、通常は、円形の毛細管、通常、複数の
紡糸口金から、溶融熱可塑性ポリマー繊維を溶融紡糸または押出した後、シート形態で可
動ベルトまたはエプロンに繊維を集め、強度のために必要に応じて不織シートを強化する
ことにより作製された薄い不織シートのことを指す。ある好ましい実施形態において、ス
パンボンドシートは、大部分は、連続フィラメントを含有しており、ある実施形態におい
て、これらのフィラメントの線密度は、１フィラメント当たり約２～５デニール（１フィ
ラメント当たり２．２～５．５ｄｔｅｘ）である。かかるスパンボンドスクリムの製造方
法は、当該技術分野において公知であり、Ｅｄｗａｒｄｓによる米国特許第３，５６３，
８３８号明細書、Ｈｅｎｄｅｒｓｏｎによる同第３，８２１，０６２号明細書およびＥｓ
ｔｅｓ，Ｊｒ．　ｅｔ　ａｌ．による同第３，９８９，７８８号明細書に、かかるスパン
ボンドシートを製造する代表的な方法が開示されている。代表的なスパンボンド熱可塑性
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シートとしては、Ｈｉｃｋｏｒｙ　Ｓｐｒｉｎｇｓ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｎ．Ｃより入手可能なスタイル９２２０　Ｇｒａｙ　Ｔｒｉｃｏｎ（登録商
標）が挙げられる。
【００２１】
　捲縮耐熱性有機繊維と熱可塑性バインダー繊維との混合物を含有する繊維状ウェブを、
スパンボンドシート上で圧縮する。かかるスパンボンドシートは、スパンボンドシートに
より提供される連続した表面被覆率および機械的靭性のために、改善された耐摩耗性を提
供する。しかしながら、かかる連続した表面被覆率は、繊維状ウェブにより多くの結合点
を提供し、バインダー粉末またはバインダー粉末とバインダー繊維の組み合わせを、繊維
状ウェブに用いると、極めて紙状の構造が得られる。意外なことに、バインダー繊維を、
ウェブ中の捲縮繊維間と、捲縮繊維ウェブとスパンボンドシート間での接着のための唯一
の機構として用いると、よりテキスタイル状の不織布帛が得られることが分かった。得ら
れる不織布帛は、バインダー粉末を有する不織布帛よりも可撓性があり、高熱に暴露され
たときに膨張する能力を保持しながら最初の厚さを有する。使用に際して、布帛のスパン
ボンドシート側は、外側層か、使用中に最も摩擦を受ける層のいずれかとして用いられる
。
【００２２】
　スパンボンドシートは、熱可塑性フィラメントで構成されている。「熱可塑性」とは、
従来からのポリマーの定義を有することを意味し、すなわち、これらの材料は、加熱する
と粘性液体のように流れ、冷却すると、固化し、続く加熱および冷却により繰り返し可逆
的にそうなる。本発明のある好ましい実施形態において、熱可塑材は、脂肪族ポリアミド
、ポリオレフィン、ポリエステルおよびこれらのコポリマーの群から選択される。
【００２３】
　ある好ましい実施形態において、脂肪族ポリアミドとは、ナイロンポリマーまたはコポ
リマーを含むポリマーの種類のことを指す。ナイロンは、ポリマー鎖の一体部分として、
繰り返しアミド基（－ＮＨ－ＣＯ－）を有する長鎖合成ポリアミドであり、ナイロンの２
つの一般的な例は、ポリヘキサメチレンジアミンアジパミドであるナイロン６６と、ポリ
カプロラクタムであるナイロン６である。その他のナイロンとしては、１１－アミノ－ウ
ンデカン酸からできたナイロン１１、およびヘキサメチレンジアミンおよびセバシン酸の
縮合生成物からできたナイロン６１０を挙げることができる。ある好ましい実施形態にお
いて、脂肪族ポリアミドは、ナイロン６１０、ナイロン６、ナイロン６６またはこれらの
混合物である。
【００２４】
　ある好ましい実施形態において、ポリオレフィンとは、ポリプロピレンまたはポリエチ
レンポリマーのことを指す。ポリプロピレンは、プロピレンのポリマーまたはコポリマー
でできている。ポリエチレンは、エチレンのポリマーまたはコポリマーからできており、
１００モルパーセントのポリマーに基づいて、少なくとも５０モルパーセントのエチレン
を有する。ポリオレフィンスパンボンドシートはまた、様々なポリエチレンおよび／また
はポリプロピレンシース－コアまたは並列構造を有する複合繊維も含むことができる。
【００２５】
　ある実施形態において、ポリエステルポリマーとは、少なくとも８５重量％の二価アル
コールおよびテレフタル酸のエステルで構成される任意の種類の合成ポリマーまたはコポ
リマーを指す。このポリマーは、エチレングリコールとテレフタル酸またはその誘導体の
反応により製造することができる。ある実施形態において、好ましいポリエステルは、ポ
リエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）である。ポリエステル処方は、ジエチレングリコー
ル、シクロヘキサンジメタノール、ポリ（エチレングリコール）、グルタル酸、アゼライ
ン酸、セバシン酸、イソフタル酸等をはじめとする様々なコモノマーを含んでいてよい。
これらのコモノマーに加えて、トリメシン酸、ピロメリト酸、トリメチロールプロパンお
よびトリメチロールエタン、ならびにペンタエリスリトール等の分岐剤を用いてもよい。
ＰＥＴは、テレフタル酸か、その低級アルキルエステル（例えば、ジメチルテレフタレー
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ト）およびエチレングリコールまたはこれらのブレンドまたは混合物から公知の重合技術
により得られる。有用なポリエステルはまたポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）も含む
ことができる。ＰＥＮは、２，６ナフタレンジカルボン酸およびエチレングリコールから
公知の重合技術により得られる。
【００２６】
　他のある実施形態において、好ましいポリエステルは、サーモトロピック溶融挙動を示
す芳香族ポリエステルである。ある実施形態において、低融点の全芳香族溶融処理可能な
液晶ポリエステルポリマーが好ましく、米国特許第５，５２５，７００号明細書に記載さ
れているようなものである。「液晶ポリエステル」（ＬＣＰ）とは、参考文献として援用
される米国特許第４，１１８，３７２号明細書に記載されているとおり、本明細書におい
て、ＴＯＴ試験またはそれを適正に変形したものを用いて試験したとき、異方性であるポ
リエステルポリマーを意味する。ＬＣＰのある好ましい形態は、「全芳香族」であり、ポ
リマー主鎖中の基の全てが芳香族である（エステル基等の結合基を除いて）が、芳香族で
ない側鎖が存在していてもよい。スパンボンドシートに有用なＬＣＰの融点は３５０℃ま
でである。
【００２７】
　スパンボンドシートは、布帛の可燃性を過剰に増大せずに、布帛に適切な耐摩耗性を与
えるのが好ましい。ある好ましい実施形態において、熱可塑材は元々難燃性でもなく、難
燃性添加剤を有してもいない。しかしながら、ある実施形態において、スパンボンドシー
トの熱可塑材は難燃性であるのが望ましい。
【００２８】
　ある実施形態において、熱可塑性ポリマーは、元々難燃性と考えられる。すなわち、熱
可塑性ポリマーのＬＯＩは、難燃性化学物質を添加しなくても、２６以上である。これら
の種類の熱可塑材としては、異方性溶融ポリエステル、ポリ（ブチレンテレフタレート）
、ポリ（アクリロニトリルブタジエンスチレン）、ポリ塩化ビニル、ポリスルホン、ポリ
（エーテル－エーテル－ケトン）、ポリ（エーテル－ケトン－ケトン）、ポリエーテルス
ルホン、ポリアリレート、ポリフェニルスルホン、ポリエーテルイミド、ポリアミド－イ
ミドおよびこれらの混合物からなる群から選択される熱可塑性材料を挙げることができる
。
【００２９】
　ある実施形態において、熱可塑性ポリマーは、難燃性化学物質を添加することにより、
難燃性とされる。すなわち、難燃性添加剤を、典型的には、シート形成前に化学物質をポ
リマーに添加することにより、熱可塑材に添加すると、スパンボンド材料中の最終ポリマ
ーのＬＯＩが２６以上となる。この限界酸素指数を得るには、ある実施形態において、難
燃剤を、熱可塑材の約１０～１５重量パーセントの量で熱可塑性ポリマーに添加する。こ
れらの種類の熱可塑材としては、難燃性ナイロン、難燃性ポリエステル、難燃性ポリオレ
フィンおよびこれらの混合物からなる群から選択される熱可塑性材料を挙げることができ
る。ＦＲ添加剤の代表的な種類としては、８％オクタ－ブロモジフェニルおよび４％三酸
化アンチモンのようなものが挙げられる。
【００３０】
　他の材料、特に、熱可塑性組成物によくある、または使われるものを、最終布帛性能が
損なわれない限りは、熱可塑性材料中に存在させてもよい。これらの材料は、化学的に不
活性で、かつ適正に熱安定性があるのが好ましい。かかる材料は、例えば、フィラー、強
化剤、顔料および核剤のうち１つ以上を含んでいてもよい。その他のポリマーが存在して
いてもよく、ポリマーブレンドを形成する。ある実施形態において、その他のポリマーは
存在しており、それらは、組成物の２５重量パーセント未満であるのが好ましい。その他
の好ましい実施形態において、他のポリマーは、潤滑剤および処理助剤として機能するよ
うな総量の少ない（５重量パーセント未満の）ポリマーを除いて、熱可塑性材料中に存在
していない。
【００３１】



(8) JP 5528117 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

　ある実施形態において、不織布帛中のスパンボンドシートは、不織布帛の総重量の３０
～７０重量パーセントを構成し、ある好ましい実施形態において、スパンボンドシートは
、不織布帛の総重量の４０～６０重量パーセントを構成する。
【００３２】
　本発明はまた、物品を火炎から保護するために熱または火炎中で膨化する耐摩耗性不織
布帛を製造する方法にも関し、
　ａ）捲縮耐熱性有機繊維とバインダー繊維とを含むマットを形成する工程と、
　ｂ）マットを、スパンボンドされたシートの側と接触させて、布帛組立体を形成する工
程と、
　ｃ）布帛組立体を加熱して、バインダー繊維を活性化する工程と、
　ｆ）布帛組立体を圧縮状態まで圧縮する工程と、
　ｇ）圧縮状態にある布帛組立体を冷却して、耐摩耗性不織布帛を形成する工程と
を含む。
【００３３】
　マットは、低密度ウェブを作製することのできる任意の方法により形成される。例えば
、繊維のベールから得られる捲縮短繊維およびバインダー繊維の塊は、ピッカー等のデバ
イスによりほぐすことができる。これらの繊維は、線密度が１フィラメント当たり約０．
５５～約１１０ｄｔｅｘ（１フィラメント当たり０．５～１００デニール）、好ましくは
０．８８～５６ｄｔｅｘ（０．８～５０デニール／フィラメント）の短繊維であるのが好
ましく、約１～３３ｄｔｅｘ／フィラメント（０．９～３０デニール／フィラメント）の
線密度範囲が最も好ましい。
【００３４】
　ほぐした繊維混合物は、空気搬送等の利用可能な方法によりブレンドして、より均一な
混合物を形成することができる。あるいは、繊維をブレンドして、ピッカーで繊維をほぐ
す前に均一な混合物を形成することができる。繊維のブレンドは、カード等のデバイスを
用いることにより繊維状ウェブへと変換することができる。ただし、繊維のエアレイ等他
の技術を用いてもよい。繊維状ウェブは、クロスラッピングなしでカードから直接用いる
のが好ましい。しかしながら、必要であれば、繊維状ウェブを、コンベヤーを介して、ク
ロスラッパー等のデバイスへ送って、個々のウェブを、ジグザグ構造で、互いの上部に積
層することによりクロスラップした構造を作製することができる。
【００３５】
　１つ以上のカードおよびスパンボンドシートからの繊維状ウェブを、輸送ベルト上に集
めることができる。単一ウェブ構造がシート上にオーバーレイされる。ただし、複数のウ
ェブをオーバーレイすることができる。あるいは、スパンボンドシートを、１つ以上のウ
ェブにオーバーレイすることも可能である。好ましくは、最終構造は、スパンボンドシー
トの片側に２つまたは３つのカードウェブを有する。組み合わせたウェブおよびスパンボ
ンドシートは、バインダー繊維を軟化して、部分的に溶融し、繊維を一緒に接着するのに
十分な温度で、オーブンを通して、搬送される。オーブン出口で、好ましくは、シートは
、２つの鋼ロール間で圧縮されて、層を凝縮した布帛へと固化し、ウェブをスパンボンド
シートに接着する。布帛をこの圧縮状態で冷却する。
【００３６】
　一実施形態において、不織布帛は、耐火材として物品に有用であり、片側マットレスの
下部を火炎から保護するのに特に有用である。かかる片側マットレスでは、土台と接触し
ている下部表面が耐火性で、耐摩耗性表面を有する必要がある。このように用いると、ス
パンボンドシート層は、マットレスの外側表面を形成し、圧縮繊維状ウェブは土台に露出
されない。
【００３７】
　ある実施形態において、耐摩耗性不織布帛は、マットレスと土台を火炎から保護するシ
ステムの一部として有用であり、物品は、２００３年７月発行のＣａｌｉｆｏｒｎｉａ　
Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｂｕｌｌｅｔｉｎ　６０３およびＣｏｎｓｕｍｅｒ　Ｐｒｏｄｕｃ
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ｔｓ　Ｓａｆｅｔｙ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　１６　ＣＦＲ　１６３３に合格する。耐摩
耗性不織布帛は、合格しない場合には、マットレスを試験に合格させる任意のやり方で、
マットレス等の物品に組み込むことができる。あるいは、ある実施形態において、耐摩耗
性不織布帛は、布張りの椅子および耐火性を必要とするその他品目に有用である。
試験方法
【００３８】
　サンプルの熱的性能温度を、修正ＮＦＰＡ　１９７１　６．１０　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｐ
ｒｏｔｅｃｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ（ＴＰＰ）試験により測定した。修正には
、サンプルの暴露時間を９０秒に設定することと、そのときの熱量計の温度を記録するこ
とが含まれる。
【００３９】
　サンプルの熱膨化能力を、初期の２インチ×２インチのサンプルの走査型電子顕微鏡（
ＳＥＭ）を用いて目視により測定した後、これらの同じサンプルを２５０℃の空気に、予
熱したオーブンにて暴露した。サンプルは、合計で１５分間オーブンに保持した。
【００４０】
　サンプルの布帛剛性を、ＡＳＴＭ　Ｄ４０３２、Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔ
ｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｓｔｉｆｆｎｅｓｓ　ｏｆ　Ｆａｂｒｉｃ　ｂｙ　ｔｈｅ　Ｃｉｒｃｕ
ｌａｒ　Ｂｅｎｄ　Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅを用いて測定した。この方法は、４インチ×８イ
ンチのサンプル（半分に折り曲げて、４インチ×４インチの試験サンプルとした）を、直
径１．５インチのオリフィスに通して押すのに必要な力を測定するものである。
【００４１】
　融点は、試験方法ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８により測定する。融点は、融解吸熱の最大とみ
なされ、１０℃／分の加熱速度での第２の熱で測定される。２つ以上の融点が存在する場
合には、ポリマーの融点が、融点の最大とみなされる。
【実施例】
【００４２】
比較例
　二重層片側不織材料を、Ｅ．Ｉ．　ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　Ｃｏｍｐ
ａｎｙ，Ｒｉｃｈｍｏｎｄ，ＶＡより入手可能な１フィラメント当たり２．２５デニール
のＫｅｖｌａｒ（登録商標）短繊維、Ｓａｔｅｒｉ　Ｏｙ，Ｆｉｎｌａｎｄより入手可能
な１フィラメント当たり３．０デニールのＶｉｓｉｌ（登録商標）短繊維、Ｈｕｖｉｓ　
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｓｅｏｕｌ，Ｋｏｒｅａより入手可能な１フィラメント当たり
４．０デニールの低溶融ポリエステル短バインダー繊維およびＥＭＳ－ＣＨＥＭＩＥ（Ｎ
ｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ）Ｉｎｃ．より入手可能なＧｒｉｌｔｅｘ（登録商標）６Ｅバ
インダー粉末からなる繊維ウェブにボンドされたＨｉｃｋｏｒｙ　Ｓｐｒｉｎｇｓ　Ｍａ
ｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｈｉｃｋｏｒｙ，Ｎ．Ｃ．より入手可能な２
．０ｏｚ／ｙｄ2スパンボンドポリエステルシート製品から作製した。二重層片側不織材
料を、上記の短繊維を、低坪量バットでブレンドおよびカーディングし、バインダー粉末
を適用し、この層を２つのオーブンの第１のオーブンへ供給することにより製造した。第
１と第２のオーブンの間で、ポリエステルスパンボンドシートを、繊維／粉末ウェブ上に
同時供給した。第２のオーブンの最後に、圧力により２層を併せてプレスするニップに材
料を通して、熱的にボンドされたシート製品を作製した。二重層片側不織材料の厚さ、加
熱の際の熱膨張、熱絶縁性能および布帛剛性を試験した。二重層片側不織材料の初期厚さ
は０．７３ｍｍ、２５０℃の温度に１５分間暴露した後の厚さは３．８１ｍｍであり、５
．２倍の膨張であった。熱性能温度は３９１℃であった。布帛剛度は４．８ｌｂfであっ
た。
【００４３】
実施例１
　二重層片側不織材料を、同じ材料を用いて、比較例と同じやり方で作製した。ただし、
バインダー粉末は用いなかった、または添加しなかった。この二重層片側不織材料は、比
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較例と同様に、同じ比率のＫｅｖｌａｒ（登録商標）およびＶｉｓｉｌ（登録商標）短繊
維を含有していたが、低溶融ポリエステル短バインダー繊維の形態の全体のバインダー材
料は少なかった。
【００４４】
　二重層片側不織材料の初期厚さは３．２３ｍｍ、２５０℃の温度に１５分間暴露した後
の厚さは５．７４ｍｍであり、１．８倍の膨張であった。熱性能温度は３６２℃であった
。布帛剛度は３．３ｌｂfであった。厚さの増大および剛性の減少は、バインダー粉末が
ない影響を示している。熱的な脅威に暴露されたときに、膨張特性を示す、より膨化した
布帛状の製品となった。
【００４５】
実施例２
　二重層片側不織材料を、同じ材料を用いて、比較例と同じやり方で作製した。ただし、
バインダー粉末は用いなかった、または添加しなかった。この二重層片側不織材料は、比
較例と同様に、同じ比率のＫｅｖｌａｒ（登録商標）およびＶｉｓｉｌ（登録商標）短繊
維を含有しており、バインダー材料の全体の量は比較例と同じであったが、バインダーは
、低溶融ポリエステル短バインダー繊維の形態であった。
【００４６】
　二重層片側不織材料の初期厚さは１．０９ｍｍ、２５０℃の温度に１５分間暴露した後
の厚さは４．９３ｍｍであり、４．５倍の膨張であった。熱性能温度は３７４℃であった
。布帛剛度は５．１ｌｂfであった。この不織布帛の厚さの増大も、バインダー粉末がな
いことを示しており、熱的な脅威に暴露されたときに、膨張特性を示し続ける、より膨化
した布帛状の製品が作製された。
【００４７】
実施例３
　二重層片側不織材料を、同じ材料を用いて、比較例と同じやり方で作製した。ただし、
バインダー粉末は用いなかった、または添加しなかった。この二重層片側不織材料は、比
較例より少ないＫｅｖｌａｒ（登録商標）短繊維、多いＶｉｓｉｌ（登録商標）短繊維を
含有しており、バインダー材料の全体量は、比較例より僅かに少なかった。ここでも、バ
インダーは、低溶融ポリエステル短バインダー繊維の形態であった。
【００４８】
　二重層片側不織材料の初期厚さは１．２２ｍｍ、２５０℃の温度に１５分間暴露した後
の厚さは３．９５ｍｍであり、３．２倍の膨張であった。熱性能温度は３９３℃であった
。布帛剛度は４．４ｌｂfであった。この不織布帛の厚さの増大も、バインダー粉末がな
いことを示しており、熱的な脅威に暴露されたときに、膨張特性を示し続ける、より膨化
した布帛状の製品が作製された。
【００４９】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１
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【００５０】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２

　以下に本発明の態様を示す。
１．物品を火炎から保護するための耐摩耗性不織布帛であって、
　スパンボンド熱可塑性不織シート上に圧縮された捲縮耐熱性有機繊維と熱可塑性バイン
ダー繊維との混合物を含む繊維の層を含み、
　前記繊維の層は、圧縮された状態で、前記熱可塑性バインダー繊維の前記耐熱性有機繊
維および前記シートへの接着力によってのみ、前記シートに対して保持されており、
　前記布帛が熱または火炎に暴露されると、前記布帛の厚さが少なくとも１倍および１．
５倍増大する、耐摩耗性不織布帛。
２．前記布帛が熱または火炎に暴露されると、前記布帛の厚さが少なくとも２倍増大する
上記１に記載の耐摩耗性不織布帛。
３．前記布帛が熱または火炎に暴露されると、前記布帛の厚さが少なくとも３倍増大する
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上記１に記載の耐摩耗性不織布帛。
４．前記耐熱性有機繊維が、パラ－アラミド繊維である上記１に記載の耐摩耗性不織布帛
。
５．前記スパンボンドシートが、前記耐摩耗性不織布帛の総重量の３０～７０重量パーセ
ントを構成する上記１に記載の耐摩耗性不織布帛。
６．前記スパンボンドシートが、前記耐摩耗性不織布帛の総重量の４０～６０重量パーセ
ントを構成する上記５に記載の耐摩耗性不織布帛。
７．前記繊維の層が、前記繊維の層の総重量に基づいて、約２０～５０重量パーセントの
量で捲縮耐熱性有機繊維と、約１０～３０重量パーセントの量で熱可塑性バインダー繊維
とを含む上記１に記載の耐摩耗性不織布帛。
８．前記繊維の層が、２０～４０重量パーセントの量で捲縮耐熱性有機繊維と、２０～３
０重量パーセントの量で熱可塑性バインダー繊維とを含み、残りの繊維が、繊維を形成す
る炭化物である上記７に記載の耐摩耗性不織布帛。
９．物品を火炎から保護するために熱または火炎中で膨化する耐摩耗性不織布帛を製造す
る方法であって、
　ａ）捲縮耐熱性有機繊維とバインダー繊維とを含むマットを形成する工程と、
　ｂ）前記マットを、スパンボンドされたシートの側と接触させて、布帛組立体を形成す
る工程と、
　ｃ）前記布帛組立体を加熱して、前記バインダー繊維を活性化する工程と、
　ｆ）前記布帛組立体を圧縮状態まで圧縮する工程と、
　ｇ）圧縮状態にある前記布帛組立体を冷却して、耐摩耗性不織布帛を形成する工程と
を含む方法。
１０．前記マットが、前記マットの総重量に基づいて、約２０～５０重量パーセントの量
で捲縮耐熱性有機繊維と、約１０～３０重量パーセントの量で熱可塑性バインダー繊維と
を含む上記９に記載の耐摩耗性不織布帛を製造する方法。
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